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１．審査の経過 
本論文は，渡辺将人氏（北海道大学大学院メディア・コミュニケーション研究院准教授）に
よって 2014 年 12月 24 日に早稲田大学大学院政治学研究科に提出され，同研究科運営委員会
は 2015 年４月 15 日に本論文を受理した。同年６月１日午後３時から，吉野孝（主査），田中
愛治（副査），久保文明（副査）がそれぞれ持ち寄った審査結果に基づいて評価項目を整理し
審査すべき項目を確認した。続く午後４時から渡辺将人氏を招いて面接審査を行い，５時から
審査委員がそれぞれの評価を明らかにし，本論文に博士学位を授与するか否かの判定を行った。 
 
２．論文の構成 
 本論文は，総頁数 253 頁（目次４頁，本文 233 頁，参考文献 14頁，インタビュー調査一覧
４頁，初出一覧１頁）からなり，その構成は次のとおりである。 
 
目次 
序章  
  問題の所在  仮説・結論  研究の方法 
第１章 本研究の目的と仮説 
  第１節  なぜアウトリーチ戦略が重要なのか  第２節 アウトリーチ戦略に関する
先行研究の批判的検討  第３節 アウトリーチ戦略を政党政治の中に位置づけるため
の予備作業  第４節  仮説  
第２章 アウトリーチ戦略の誕生と発達 
はじめに  第１節 概念  第２節 歴史：起源および開花  小結 
第３章 アウトリーチ戦略の展開 
はじめに  第１節 2008 年選挙：人種アウトリーチと地上戦回帰の展開  第２節  
2010 年選挙：保守派の草の根運動とヒスパニック票をめぐる展開  第３節 2012 年  
選挙：ビッグデータ選挙とアウトリーチの展開  小結 
第４章 アウトリーチ戦略の効果と限界 
はじめに  第１節 効果：新しい「コミュニケーション空間」の創出  第２節 限界：
範囲と効果の多様性  小結 
第５章 結論 
第１節 仮説が実証されたか否か  第２節 今後の研究課題  第３節 アウトリーチ
戦略がアメリカ政治に対して持つ含意 
参考文献 
インタビュー調査一覧 
初出一覧 
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３．論文の概要 
序章において，まずアメリカでは 2000 年前後の連邦公職選挙から「政党機関が選挙民に近
い活動家を通じて選挙民に直接的に働きかける」アウトリーチ戦略が顕著化したことが指摘さ
れ，次に仮説と結論が要約される。それに続き，本研究が①政党研究文献，②選挙関連文書資
料，③全国政党機関・州政党組織・郡政党組織・候補者関係者・活動家への聞き取り調査に基
づくことが明らかにされたあと，第１章から第５章の内容が概略される。 
第１章において，まずアウトリーチ戦略が 2000 年前後より重用された理由として，①アメ
リカにおける選挙の種類と頻度の多さ，②選挙民の多様性，③メディア選挙の弊害----ネガテ
ィブ・キャンペーンにともなう投票率の低下と選挙民の無関心の増大----の克服の必要性，④
政治の分極化に対応する必要性，⑤技術革新への適応などがあったと説明される（第１節）。
次に，先行研究が検討され，ニューメディアの選挙運動への応用の研究では，技術革新や双方
向性だけが強調されることが多く，また，オバマ陣営によるオンライン組織化の研究では，イ
ンターネットの応用と青年層の動員だけが強調されることが多く，選挙運動の質的変化やその
意義が検討されることはなかった，と論じられる（第２節）。そして，現在，研究者の間でア
メリカの「政党構造」概念が見直されつつあることが説明されたあと，「大統領選挙で展開さ
れるアウトリーチ戦略は活動家を政党志向にし，接触の場としてのコミュニケーションを創出
する可能性がある」(27頁）と指摘され，実際の大統領予備選挙でも「地上戦」の役割と効果
が再評価されつつあることが強調される（第３節）。さらに，本研究の仮説が「2000年選挙サ
イクル以降に，民主党，共和党の２大政党が重視し始めたアウトリーチ戦略は，インターネッ
ト技術を利用しつつも，活動家が対面活動を通じて集票や動員を行うだけでなく，多様な活動
家が接触し相互に交渉しあう新しい『コミュニケーション空間』を形成している」（39頁）こ
とであると明示される（第４節）。 
 第２章において，まずアウトリーチ戦略が詳細に説明される。アウトリーチ戦略とは「人種，
性別，エスニシティ，年齢などのデモグラフィック要因ごとに選挙民をグループ化し，それら
のグループが選挙区ごとにどのような投票を行うかを分析する」(42頁）ことにある。候補者
と政党全国機関・州政党組織がこの戦略の主体であり，それらは選挙民グループごとに歴史，
争点，政策選好などを分析し，それをもとに宣伝，イベント開催，資金集め，フィールド活動
の手段と戦略を考案する。アウトリーチ戦略のターゲットは説得可能，動員可能な選挙民グル
ープであり，政党ごとに詳細な対象グループリストが整備されている（第１節）。次に，アウ
トリーチ戦略の歴史が概観される。アウトリーチの必要性は，19世紀末から 20世紀にかけて
の非プロテスタント系白人移民の増加とともに生じたものの，非プロテスタント系のホワイ
ト・エスニックへの意識的な選挙アウトリーチが行われたのは 1949 年以降である。その後，
アウトリーチの対象は，黒人（1960年代），さらにマイノリティの多様化とともにアジア系，
ヒスパニック系（2000年代）に広がり，また，イデオロギー的対立の先鋭化とともに宗教右派
3 
 
グループ（1970年代）にも拡張された（第２節）。 
第３章において，まず 2008 年選挙においてオバマ陣営が，表の選挙運動では「１つのアメ
リカ」「脱人種」を強調する一方で，裏の選挙運動では多様なアウトリーチ戦略を採用したこ
とが明らかにされる。たとえば，オバマ陣営は，白人層には「母親がカンザス州生まれの白人
女性である」ことを強調し，リベラル派には「インドネシアでの経験と大学時代の文芸批評と
短編創作に熱中したこと」をアピールし，黒人には「シカゴでのコミュニティ・オーガナイザ
ーの経験」を訴えた（第１節）。次に，2010年選挙において，ティーパーティ運動が左派コミ
ュニティ・オーガナイザーのアリンスキーの手法を導入し，ボランティアを中心とする戸別訪
問と票駆り出し運動を行い，また，ニューメキシコ州知事選挙において共和党候補者マルチネ
スがヒスパニックを対象とするアウトリーチ戦略を採用したことが説明される（第２節）。そ
して，2012選挙において，オバマ陣営で 2008年選挙以上に多様な選挙民グループが選び出さ
れ，ビッグデータに基づくアウトリーチ型選挙運動が行われたこと，共和党のロムニー陣営で
も驚くほどの早さで多様な選挙民グループを対象とするアウトリーチ型選挙運動が導入され
たことが明らかにされる（第３節）。 
第４章において，まずアウトリーチ戦略が予備選挙，全国党大会，政権運営の各段階でどの
ような効果を及ぼしたのかが検討される。民主党の場合，予備選挙段階ではアウトリーチ戦略
により活動家が掘り起こされ，党大会では毎日 40～90 件に及ぶ特定選挙民グループのイベン
トが開催され，とくにアジア系選挙民とユダヤ系選挙民を対象とするアウトリーチ活動が集中
的に行われた。共和党の場合，予備選挙段階で地方政党組織エリートが刷新され，党大会では
新しい顔ぶれの代議員のもとで，若い活動家が活発に党内議論に参加した。さらに，インター
ネットを媒介に政党アウトリーチのインフラストラクチャー構築に参加する団体も登場し，こ
れらの団体はマイノリティと政治の橋渡し役になった。したがって，アウトリーチ戦略とその
活動が，これまで独立していた候補者，全国政党機関，選挙民を結びつける「コミュニケーシ
ョン空間」を創出しつつある(219頁）(第１節)。次に，「コミュニケーション空間」の規模と
効果が，①大統領選挙年か中間選挙年か，②大統領選挙年であっても，大統領候補者の当選見
込みや人気によって左右されると指摘される（第２節）。 
第５章において，まずこれまでの議論が要約され，「民主党，共和党の２大政党が重視し始
めたアウトリーチ戦略は，活動家が対面活動を通じて集票や動員をインターネット技術を駆使
して空間的に飛翔させ，多様な活動家が接触し相互に交渉しあう新しい『コミュニケーション
空間』を形成しており，本論文の仮説は検証された」（228頁）と結論づけられる（第１節）。
次に，今後の研究課題として，①選挙民グループの質的変化に政党がどのように対応するのか，
②共和党政権下では，どのようなアウトリーチが行われ，どのような「コミュニケーション空
間」が形成されるのか，③「コミュニケーション空間」の創設により活動家の間での政党志向
が強化されるのか，などが挙げられる（第２節）。そして，アウトリーチ戦略に目を向けると，
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伝統的政党組織の衰退，政党支持者の減少，候補者中心選挙運動様式の台頭などにより政党の
役割の低下が指摘される中で，大政党は現在でも新しい選挙民グループを政治に動員すること
を通じてアメリカ政治の民主化を促進する重要な役割を演じてきたことが明らかにされるも
のの，アウトリーチ戦略は異なる選挙民グループに異なるメッセージを送ることにより選挙民
の分裂を潜在的に促進する可能性があるという懸念が表明される（第３節）。 
 
４．論文の特徴と評価 
 本論文の第１の特徴は，この研究が，アウトリーチという概念からアメリカ政治を理解しよ
うという筆者の明確な視点に貫かれている点である。筆者は以前よりアウトリーチに関心をも
ち，2008年に『現代アメリカ選挙の集票過程：アウトリーチ戦略と政治意識の変容』（日本評
論社）を刊行した。同書において筆者は，この用語を「外側の対象物に向けて手を差し伸べて
いくという意味で，社会福祉においては公的機関や奉仕団体が利用者にサービスを提供する行
為，あるいは文化・芸術分野においては，各地に出張して芸術鑑賞等を提供する文化振興事業
を指すこともある。現代アメリカの選挙での専門用語としての『アウトリーチ』も同じように
言語の延長線上にある概念で，選挙区，選挙民に手を差し伸べて集票につなげていく行為であ
る」(『同』３頁)と定義する。そして，筆者は「現代アメリカの選挙アウトリーチが直面して
いる象徴的な問題を切り口とする」ことで，「『分裂』と『融合』の狭間に位置するアメリカ社
会の変容を読み解」こうとする(『同』６頁)。まさに，アウトリーチはマイノリティや移民を
含む多様な選挙民グループから構成されるアメリカ社会の統合の程度とその変化を分析し理
解するための視点であり，この視点は本論文でも一貫している。2008年の著書が歴史を重視し
たアウトリーチ活動の概論であるとするなら，本研究は 2008，2010，2012 年の連邦公職選挙
を中心とするアウトリーチ戦略の実際に関する詳細な分析である。 
本論文の第２の特徴は，この研究が，筆者が行った全国政党機関，州政党組織，郡政党組織，
候補者関係者，活動家，メディア関係者への広範な聞き取り調査に基づいている点である。筆
者も指摘するように，「選挙アウトリーチの実態が個別に分析対象とされることが少なかった
のは，選挙関係者が記録として明文化することがなく，また，アウトリーチが選挙戦のなかで
も外から見えにくいところに埋め込まれているため，フィールド研究がきわめて困難だったこ
とによる」(『同』５頁）。否，むしろ特定の選挙民グループにどのようなメッセージを用いて
どのようにアプローチするかは，候補者陣営と政党機関にとって最高機密であり，そもそも公
然と語られうるものではない。この意味で，100名に及ぶ関係者からの聞き取り調査は，アウ
トリーチの範囲と効果を分析するさいの不可欠なデータである。 
 これらの特徴を念頭におき，さらに内容にまで踏み込むと，本論文の意義は，次の３点に要
約することができる。 
第１に，本論文は，2000年前後から選挙運動に，選挙民グループ別のアウトリーチ戦略とい
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う選挙運動様式が取り入れられたことを詳細に分析した最初の研究であるという点で評価さ
れる。アメリカにおける選挙運動様式は時代とともに変化し，1990年代以降も，大きな変化の
時期を迎えていた。インターネットが連邦公職選挙運動に浸透し，2000年代中頃に共和党陣営
でマイクロターゲティングという選挙マーケティング技術が導入された。さらに，2008年には
オバマ陣営が選挙運動にインターネットを持ち込み，SNS（ソーシャル・ネットワーキング・
サービス）を用いて多様な選挙民を取り込む「草の根」選挙運動を行った。しかし，これらが
候補者陣営と政党機関にとって選挙運動における大きな転換を意味していたにもかかわらず，
多くの研究者はニューメディアの双方向性や新たな可能性，またはオンライン組織化の若者動
員効果を強調しただけであった。 
これらの点で，本研究は画期的である。筆者は，インターネットや SNS の技術的側面だけ
でなく，どのような選挙民グループに向けられたのかにも注目し，ここで新しい技術発展に支
えられ，以前からアメリカに存在したアウトリーチ戦略が「再発見」され「復活」したと主張
する。筆者によると，①民主党全国本部では 2007 年に，アフリカ系，アジア太平洋諸島系，
ヒスパニック系，ネイティブ・アメリカン，女性，青年層，高齢者と定年退職者，在郷軍人，
労働組合員，過疎地居住者，同性愛者，身体障害者などがターゲットとすべき選挙民グループ
とされ，2014年にはこのリストにユダヤ系，海外居住民主党支持者が加えられ，また共和党本
部では 2000 年代中頃に黒人，カソリック教徒，起業家，信仰，ヒスパニック，高齢者，青年
層，女性がアウトリーチの対象とされ(51-54頁)，②連邦議会議員候補者もコミュニティ・リ
ーダーの助けを借りながら同様のリストづくりを行い，アフリカ系，アジア系，ヒスパニック
系ごとに異なる言語のパンフレットを作成・配布した(55-56頁)。候補者が選挙コンサルタン
トを雇って独自の選挙対策本部を設置し，政党機関や PAC と協力しながらテレビ CM を放映
し，インターネットや電話で投票を依頼するというのがこれまでの主要な選挙運動様式であっ
たとするなら，候補者は 2008 年選挙以降独自に選挙運動を行うだけでなく，政党機関と協力
しながら多様な選挙民グループにアプローチをしていることが分かる。 
しかも，この選挙運動様式が従来の選挙運動を補完するものであったことが重要である。こ
れまでの選挙運動では，政党活動家の減少とともに戸別訪問が姿を消し，それに代わりメディ
ア宣伝が一般化したものの，メディア宣伝はメッセージが画一的であり，多様な選挙民グルー
プを駆り出す効果は少なかった。また，ネガティブ・キャンペーンが繰り返された結果，一部
の選挙民の選挙運動への嫌悪感が高まり，投票率が低下した(6-8頁)。オバマ陣営が 2008年に
コミュニティ・オーガナイザーによる個別訪問を重視すると同時に，SNS によるオンライン組
織化を行った背景には，このような事情があったのである。しかも，選挙民グループからみて
も，オンライン組織化を通じて候補者陣営や政党機関からメッセージが届き，各グループが重
視されるのは歓迎すべきことである。したがって，新しい技術に依存したアウトリーチ戦略は
決して一時的な現象ではなく，選挙運動の一部として受け入れられ，選挙運動の大きな比重を
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占める可能性がある。 
第２に，本論文は，アウトリーチ戦略の広がりの程度や効果，それをめぐる候補者と政党機
関の関係の多様性などを，重要なアクターへの聞き取り調査を通じて明らかにした点で評価さ
れる。すでに述べたように，特定の選挙民グループへのアウトリーチ戦略は候補者陣営と政党
機関にとって最高機密であり，そもそも公然と語られるものではない。したがって，候補者陣
営や政党機関が黒人，アジア系，ヒスパニック系に対してどのような選挙運動を行ったのかに
ついて研究は少なく，あるとしても特定の選挙民グループに関する著作で解説される(Barone, 
Michael, The New Americans: How the Melting Pot Can Work Again, 2001, pp.175-185）か，事例とし
て触れられる(Abrajano, Marisa A., and R. Michael Alvarez, New Faces New Voices: the Hispanic 
Electorate in America, 2010, pp.187-191.)だけであった。  
この点で，本研究は画期的である。単なる関係者ではなく重要なアクターへの聞き取り調査
を行い，それに基づいて，候補者陣営と政党機関の間でアウトリーチ戦略がどのように立てら
れ，どのように実施されたのかをある程度まで明らかにした。たとえば，2005年に民主党全国
委員長ハワード・ディーンのもとで全国本部内にそれまでの個別的な選挙民グループ・アウト
リーチ・デスクを統括する部署が設立されたものの，自己のアイデンティティを失うことに同
性愛者集団は激しく反発した。2006年にヒスパニック労働者のデモをきっかけに共和党全国本
部がヒスパニック系を対象とするアウトリーチを開始したものの，当時，民主党全国本部には
ヒスパニック・デスクはなく，全国本部に代わってかつてのクリントン政権の穏健派グループ
がヒスパニック系を対象とするアウトリーチ活動を行った（103-106頁）。さらに，民主党全国
本部のアジア系アウトリーチ局長によると，2012年の民主党全国大会では，候補者陣営，政権
スタッフ，有力者が協調して，激戦州で高い増加率を示すアジア系選挙民を対象とする集中的
なアウトリーチ活動を行ったのであった（190-192頁）。 
 第３に，本論文は，アウトリーチ戦略の結果，新しい「コミュニケーション空間」が創出さ
れつつあることを示唆し，それにより政党理論の発展に貢献をしたという点で評価される。こ
れまでのアメリカの政党研究では，1960年代以降の伝統的政党組織が衰退し政党活動家が姿を
消す中で，「政党組織（党委員・役員，活動家）」と「政府の中の政党（公職者，候補者）」と
「選挙民の中の政党（政党忠誠と一体感をもつ有権者）」から構成される「政党の３部門構造」
が見直され，1970年代には，アメリカ政党は「政府の中の政党」と「選挙民の中の政党」の２
部門から構成されるとみなされた。1980年代に，多額の選挙資金を集めることにより政党全国
機関が候補者や州政党機関へのサービス提供者になると，「選挙の中の政党」という新しい部
門が加えられたものの，依然として，「政府の中の政党」と「選挙民の中の政党」という２部
門を繋ぐ「活動家」は欠落していたのである。 
 この点で，本論文は画期的である。筆者は，候補者陣営も政党機関もインターネットを利用
して多様な選挙民グループを対象とするアウトリーチ戦略を多用し，対象となる選挙民グルー
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プも活性化したことを明らかにし，「活動家が対面活動を通じて集票や動員をインターネット
技術を駆使して空間的に飛翔させ，多様な活動家が接触し相互に交渉しあう新しい『コミュニ
ケーション空間』」(228頁)が形成されつつあることを指摘する。候補者陣営と政党機関にとっ
て，インターネットと活動家を中心とする多様な選挙民グループへのアウトリーチ戦略は，メ
ディア宣伝を補完するという意味でもきわめて有用である。他方，一旦,候補者陣営と政党機
関によって活性化された特定の選挙民グループは，たとえ政党の大統領候補者が変わろうとも，
活動を続ける可能性が高い。結果として，予備選挙や党大会では候補者陣営関係者，政党機関
スタッフ，特定の選挙民グループの活動家がともに活動する機会は増え，「政府の中の政党」
と「選挙民の中の政党」という２部門を繋ぐ「コミュニケーション空間」が出現したと想定す
るのももっともである。 
しかも，「政府の中の政党」と「選挙民の中の政党」という２部門を繋ぐ「コミュニケーシ
ョン空間」の出現は，政党理論にとって大きな意味をもつ。1990年代は，アメリカの選挙運動
様式や政党活動が大きく変化した時期である。たとえば，選挙運動には「ビッグデータ」がま
すます応用されるようになり，この意味で政党機関の役割は大きくなっている。他方，宗教右
派やティーパーティ運動に代表されるように，とくに共和党側では活動家が戸別訪問を中心に
地上戦で大きな役割を演じた。民主党陣営はこれに危機感を覚え，とくにオバマ陣営は 2008
年に，選挙運動にコミュニティ・オーガナイジング手法を取り入れ，インターネットによるオ
ンライン組織化を試みた。このように最近では，「政府の中の政党」と「選挙民の中の政党」
という２部門，あるいは，候補者中心選挙運動様式とメディア宣伝の視点からだけでは理解す
ることができない新しい現象が起こっており，それにもかかわらず，政党研究者の間では新し
い概念化の作業は遅れていた。この点で，筆者のいう「政府の中の政党」と「選挙民の中の政
党」という２部門を繋ぐ「コミュニケーション空間」は重要である。上で述べた新しい現象，
そしてアウトリーチ戦略によって活性化された活動家は，まさにこの新しい空間のなかに位置
すると考えられるからである。このような空間を想定することにより，候補者，政党機関，特
定選挙民グループの活動家など主要アクターによる選挙運動の相互作用がよりよく分析され
るであろう。そして，これがアメリカの政党や政党選挙運動関係の研究をさらに促すことにな
るであろう。 
それにもかかわらず，本論文がいくつかの問題を抱えていることを指摘せざるをえない。 
第１に，本論文の重要な概念である「新しいコミュニケーション空間」が具体的にどのよう
なものであり，どのような要素から構成されているのかが，必ずしも明確に定義されていない。
また，そのような定義がなされているとしても，「新しいコミュニケーション空間」の存在を，
数値や客観的データを用いて証明することは難しい。筆者は，重要なアクターからの聞き取り
調査をもとに，そのような空間が成立していると示唆しているものの，本論文の記述のやり方
では，いささか印象主義的あるという批判は免れない。 
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これとの関連で，審査員から「２大政党が採用したアウトリーチ戦略が，政党活動家の主体
的な選挙キャンペーンへの参加を促し，両党の選挙コンサルタントへの依存度を低下させた」
という仮説を検証する方法もあるのではないか，という指摘もなされた。同じ現象であっても，
研究者がどのような視点をもち，どのようなデータが利用可能かにより，仮説構築や検証方法
は変わってくる。これは，まさにアウトリーチ戦略は政治過程の多方面に及ぶ現象であり，そ
れだけ多様が視点からの研究が可能であることを示している。 
第２に，用語の使い方や議論の展開の仕方に工夫の余地が残されている。たとえば，筆者は，
アウトリーチ戦略それ自体は 19世紀には存在した（58頁）と指摘しつつも，2000年以降につ
いても同じ用語を使用している。もし新旧のアウトリーチ戦略が区別され，インターネットの
台頭により 2000 年以降に「新しいアウトリーチ戦略」が出現したと指摘していれば，本研究
は読者にとってより分かりやすいものになっていたであろう。また，もし「コミュニケーショ
ン空間」が成立したと指摘するなら，たとえば 2008年の場合はこのような空間が成立し，2012
年にはそれがこのように拡大した，あるいは，このように変化したと明示的に記述されていれ
ば，アウトリーチ戦略の範囲と効果，さらにその結果としての「コミュニケーション空間」の
成立過程が，読者にとってより理解しやすいものになっていたであろう。 
なお，本研究は上記問題点を考慮し，部分的な書き直しが行われなら，研究書として出版す
るに値する。筆者によると，本研究はすでに大学系出版部から刊行が予定されている。 
 
５．結論 
 本論文は，2000年前後から連邦公職選挙運動に，選挙民グループ別のアウトリーチ戦略とい
う新しい選挙運動様式が取り入れられたことを詳細に分析した最初の研究である。その過程で，
重要なアクターへの聞き取り調査を通じて，アウトリーチ戦略の広がりの程度や有効性，それ
をめぐる候補者と政党機関の関係などを明らかにし，新しい「コミュニケーション空間」が創
出されつつあることを示唆して政党理論の発展に貢献した。定義や論じ方になお不十分な部分
が残るとしても，これらは本論文の価値を大きく損なうものではない。以上の理由により，本
論文は博士（政治学）の学位を授与するに値するものと認められる。 
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